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令和5年1⽉25⽇
東北⼤学
オープンイノベーション戦略機構
統括CM 内⽥ 渡

産学連携によるイノベーションの創出
ー東北⼤学OI戦略機構の事例紹介ー



東北⼤学オープンイノベーション（OI）戦略機構とは 2

・総⻑直下に設置し、オープンイノベーションに係る
予算・執⾏管理、資産管理、⼈事、共同研究契約、
機密保持契約、知的財産管理、利益相反マネジメン
ト等の管理権限を機構に付与
・全学的な決定権を有するプロボストを機構⻑に配置、
学内機能との連携と機動的なトップセールスを実現
・⺠間からプロフェッショナル⼈材（CM）を採⽤し、
⾃⽴的・⼀体的で迅速な意思決定による経営と先駆
的な取り組みが可能な体制を確⽴

OI戦略機構の組織体制

・専⾨家のCMチームを軸に、企業毎にニーズや課題を
分析・把握し、企業と⼤学の双⽅にとって最適な開発
のあり⽅やプロジェクト推進の枠組みを戦略的に提案
し、具体的な共同研究へと繋げる
・CMの専⾨家チームにより、企画・⽴案、交渉・契約
から、進捗管理、知財管理・運⽤、財務管理、更には、
事業化に向けて、出⼝戦略・導出戦略に関しても、
ハンズオン体制で確実な⽀援を⾏い、事業性の⾼い
プロジェクトを戦略的に企画・推進することによって、
社会的インパクトの⼤きいイノベーションの創出を
を⽬指す

⼀気通貫型の産学連携活動

＜CM：クリエイティブ マネージャー＞



基本戦略︓急速な技術⾰新と社会成⻑への対応 3

規模の追求から、価値の追求へ
→単品の⽣産の拡⼤による「規模のコスト追求」は、もはや時代遅れ。
→技術⾰新とともに社会成⻑による多様化したニーズとそれに伴う製品ライフサイクルの
短命化等に如何に対応出来るか（「価値の追求」へ）。

「社会に求められる “製品” 」を創出し、提供していくこと

共創の場

・急速な技術⾰新や社会構造の変化が
進み、イノベーションの創出に産学
連携の更なる推進・強化が必要

・そのために、
企業との信頼性を⾼め、共通のゴール
のもとで、共創活動を展開できる
「共創の場」の構築を推進

現状︓
・シーズプッシュ型に傾注し、
社会・企業ニーズ視点からの
産学共創が形成され難い
・先端研究と企業の事業化に
おけるリスク・ギャップに対する
橋渡し⽀援の強化が急務



東北⼤学OI戦略機構の活動︓「場」の設定 4

•未来社会の姿を描き、そこで⽣まれる「社会ニーズ」を⼤胆に予測。
•価値観や⽂化的影響など社会に与えるインパクトを想定し、未来社会で求められる技術、
企業の事業戦略に合致した新たなビジネスを導き出す。

異分野との交差点︓破壊的なイノベーションに繋がる「発想」が⽣まれる「場」
→「共創の場」として、戦略的に設定する



・研究推進・⽀援機構（URAセンター等）や産学連携機構との連携体制を⼟台と
した強固な学内連携の推進
・OI戦略機構内の産業界出⾝者で構成するCMチームをハブとして、社会ニーズ
や企業の事業化戦略に沿った事業開発視点のインプットを図り、研究成果の企
業への橋渡し・事業化の加速推進

東北⼤学OI戦略機構の活動︓学内連携 5

学内の「知」の統合に向けて

企業・社会ニーズ視点強化

研究推進・⽀援機構
（URAセンター）

産学連携機構

OI戦略機構

「橋渡し」を推進 事業化への加速推進学内研究の推進



東北⼤学OI戦略機構の活動︓取り組み 6

「共創の場」の戦略的形成︓
→共創研究所は、東北⼤学内に設置した「企業の研究活動拠点」である。
本拠点をハブとして、企業研究者が複数の部局の研究者と物理的に融合し、タイムリー
に、且つ多⾯的なコミュニケーションを可能とする「共創の場」を形成することによって、
「イノベーションの創出」を実現する施策である。
併せて、⾼度⼈材育成も実施する。

サービス・メニュー



東北⼤学OI戦略機構の活動︓取り組み 7

アカデミア研究を企業へ繋げる
「橋渡し⽀援機能」の強化への取り組み

社会ニーズの多様化と共に
⾰新的技術の波に対する
多様な事業化リスクが顕在化

企業のイノベーション・エコシステム
への依存度が増加

イノベーション創出に向けた多様な「エコシステム」の提供

「橋渡し⽀援機能」としての
新たなエコシステムの提供に挑戦

ギャップへの対応



東北⼤学OI戦略機構の活動︓参考事例／拠点形成型 8

「共創の場」となる「学内企業活動拠点」を戦略的に設置

他、複数交渉中

星陵キャンパス

成果︓
共同研究件数
年間50件以上
(2022年12⽉現在）
＜10億円以上/年＞



シーズ探索 研究開発 検証試験 事業化

東北⼤学OI戦略機構の活動︓更なる発展に向けて 9
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イノベーションの創出に向けて︓
→多様なエコシステムの戦略的な提供を通じて、新たな発想を⽣み出す
「知の統合の場」を形成し研究成果の事業化を促進していく。

学内企業拠点形成型

先端施設NW活用型

大学発ベンチャー型

国プロ・コンソ形成型
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End of file


